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「雇用関係によらない働き方に関する研究会」について（概要） 
 人口減少の進行や技術革新の進展により、 「働き方」に関して大きな見直しが迫られてい
る中、「兼業・副業」や、働く場所・時間から開放された「フリーランス」など、一社の雇用関
係によらない柔軟な働き方が注目され始めている。 

 このような柔軟な働き方が個人にとって“良好な働き方の選択肢の一つ”となるよう、雇用
関係によらない働き方の環境整備を目的とした研究会（雇用関係によらない働き方に関
する研究会）を経済産業省で開催し、働き手の実態調査を実施した。 

雇用関係によらない働き方に関する研究会 
＜委 員＞   
 高橋 俊介   慶應義塾大学 大学院政策・メディア研究科 特任教授 
 中野 円佳  ジャーナリスト  
 中村 天江  リクルートワークス研究所 労働政策センター長 
 湯田 健一郎 一般社団法人クラウドソーシング協会 事務局長 

＜ゲスト：法学者＞   
     大内 伸哉  神戸大学大学院 法学研究科   教授  

※その他、「働き手」も研究会各回に招聘   

＜オブザーバー＞（※平成28年度時の組織名称）   
      厚生労働省 雇用均等・児童家庭局 短時間・在宅労働課  
      厚生労働省 政策統括官付労働政策担当参事官室  
      中小企業庁 経営支援部 小規模企業振興課  

 

＜ゲスト：プラットフォーマー＞   
     粟生 万琴      株式会社パソナテック  取締役 
     須藤 憲司       KAIZEN PLATFORM ＣＥＯ 
     曽根 秀晶      ランサーズ株式会社  取締役 
     田中 優子      株式会社クラウドワークス 執行役員 
     田中 美和      株式会社Waris  代表取締役 

 第１回（平成28年 11月17日） 
 テーマ：働き手の教育訓練について 

 第２回（平成28年 12月19日） 
 テーマ：働き手にとって円滑に働くための環境整備のあり方に 
     ついて 
 第３回（平成28年 2月6日） 
 テーマ：Ⅰ「雇用関係によらない働き方」をめぐる企業の取組み 
       について 
     Ⅱ「雇用関係によらない働き手」をめぐる働き方の実態 
       について 

 第４回（平成29年 3月10日） 
 テーマ：「雇用関係によらない働き方に関する研究会」 報告書（案）   
       について   
 報告書とりまとめ（平成29年 3月14日） 
   世耕経産大臣に報告 
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「雇用関係によらない働き方に関する研究会」の背景 ～働き手と企業との関係変化～ 

 第四次産業革命等の進展によって、仕事は従来の「企業単位」から「プロジェクト単位」に
変化し、働き手が企業と対等に仕事を進めていくことが予想される。（教育・人材政策、
労働市場、雇用制度の変革が必要） 

 また、企業にとっても、技術の予見が難しい中、業務のあり方を見直し、外部人材を積極的
に活用してオープンイノベーションを促していくことが求められる。 

 民間調査によると、副業形態等も含めた広義のフリーランスの人口は、2016年現在、
1064万人。前年比17％増とのこと（なお、アメリカでは5500万人との調査あり。）。 

（参考）新産業構造ビジョン中間整理（平成28年4月） （参考）厚労省 働き方の未来２０３５（平成28年8月） 

○労働市場・雇用制度の柔軟性向上 
 第４次産業革命によって、就業構造や「企業と
個人の関係」が劇的に変化して いく中で、企業の
国際競争力を維持・強化するとともに、個人も自
身の能力・適性や意思に沿った形で働くために、
人材政策、労働市場や雇用制度の変革が不可欠。 
・「同一労働同一賃金」に生産性向上・競争力強

化の観点を付与 
・「産業政策」「雇用・労働政策」「教育・人材

政策」を、一体化して議論する省庁横断的な
会議を創設  

－自立した個人が自律的に多様なスタイルで 
「働く」ことが求められる。 
企業は、働く人にどれだけのチャンスや自己実現の場を
与えるかが評価されるようになる。 

－働いた「時間」だけで報酬を決めるのではない、成果に
よる評価が一段と重要になる。 

－人は、一つの企業に「就社」するという意識は希薄に
なる。兼業や副業、あるいは複業は当たり前のこととな
る。多くの人が、複数の仕事をこなし、それによって収入
を形成する。 

－一つの職業に「就職」をしても、「転職」は柔軟に行える
社会になっている必要がある。 



雇用関係によらない働き方の調査対象 
 「雇用関係によらない働き方」の調査にあたって、「雇用と兼業・副業している働き方」、及び「雇用の
兼業・副業（パラレルワーク）」についても調査を行い、それぞれ2000名／1000名／1000名の働
き手から回答を得た。 

 また、士業／自営業については、それのみで就業している働き方については、柔軟な働き方（雇用関
係によらない働き方）とは定義せず、調査では対象外とした。 

企業との雇用 
関係あり 

企業との雇用 
関係なし 

 
(雇用関係によらな
い働き方）) 

副次的な 
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雇用関係あり 
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(プロジェクトベースの仕事) 
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（例）E社とF社で雇用さ
れている 

（例）C社で雇用されなが
ら、D社とプロジェクト
ベースで仕事をしてい
る 

（例）A社とB社でプロ
ジェクトベースに仕事
をしている 

 

回収数：1000名 

回収数：2000名 

回収数：1000名 

働き方の例示： 
 
二つの企業に雇用関係のある
パラレルワーク  

働き方の例示： 
  
企業に働きながら空いた時間に 
フリーランスとして収入を得る 等 

働き方の例示： 
  個人事業主、IC、 
  専業主婦の内職   等 

C 

B 

A 
士業（弁護士 等） 
や小売業、農家等 

 
のみの就業者は除く 

就 

業 

者 
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（参考）調査対象範囲 

士業／自営業のみ 
 

 
Ａ． 
（雇用関係なし） 
フリーランサー等 

 
 

Ｂ． 
雇用関係あり 

× 
雇用関係なし 

 

就労による収入なし 
（無職含む） １社のみの雇用契約 

雇
用
関
係
な
し 

雇
用
関
係
あ
り 

就業者体系図 

Ｃ． 
雇用関係あり 

× 
雇用関係あり 

 Ex. 兼業・副業（パラレルワーク） 等 
Ex. 弁護士、会計士 

     農家、小売店  等 

Ex. サラリーマンですきま時間を活用し、  
       フリーランスによる収入を得る者  等 

Ex. 失業者、投資家  等 

Ex. インディペンデントコントラクター 
         専業主婦の内職     等 

調査対象 

（雇用関係なし） 

Ex. 日本で一般的な労働者 等 
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調査結果の概要 
１．総論 
 「雇用関係によらない働き方」「兼業・副業」の働き手は、約半数が現在の働き方に「満足」「や
や満足」と回答（「不満」「やや不満」との回答は約2割。）。また、6割以上が「現在の働き方
を今後も継続したい」と回答。こうした働き方の選択が妨げられることのないような環境整備が
必要。 

２．雇用関係によらない働き方 
 フリーランスを活用する企業は２割。活用に向けてのボトルネックは「費用対効果が不明」「秘密
等の流出懸念」「個人の社会的信用力」「発注先選定等の相談相手がいない」等。ただし、実
際に活用してみると懸念が解消されたとの声も大きい。 

 働き手が感じる、企業等がフリーランスを適切に活用するために必要な改善点として回答が多かっ
たのは、 「企業が個人との契約をもっと柔軟に可能にすること」「企業がフリーランスに対して対
等なパートナーとして接すること」等。 

 スキルについて、企業ニーズと働き手とのギャップがあり、これに対応する教育訓練が必要。 

３．兼業・副業 
 兼業・副業を認めている企業は２割となり昨今増えているが、未だ8割以上が認めていない。社
内の環境整備が進んでおらず、企業が認めていても実際に兼業・副業している個人はわずか。 

 企業の懸念は「本業がおろそかになる」が最多である一方で、経験した働き手の６割は「本業に
プラスとなった」と考えている。オープン・イノベーションや人脈拡大の観点から、兼業・副業を認め
ることで、むしろ経営者／会社への帰属意識を高める可能性。 



雇用関係によらない働き方の実態① 
働き手の「労働時間」及び「年収」 
 「雇用関係によらない働き手」の労働時間は就業者全体と比較した場合、労働時間が短い。また、年
収においては、雇用者全体と比較した場合、若干年収構成は低くなっている（これは「主たる生計者
ではない層」の年収構成が影響していると思われる。）。 

① 労働時間（週平均） 
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非農林業従業者の平均就業週間時間(数値は自営業者含む) 
※非農林業従業者の就業時間：労働力調査（基本集計） 平成28年（2016年）分(通年) 
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（出典）新たな産業構造に対応する働き方改革に向けた実態調査（平成28年度経産省委託事業） 
  ※雇用者全体の労働時間は「労働力調査 平成28年平均（詳細）結果」を元に経産省作成 
  ※非農林業従業者の就業時間は「労働力調査（基本集計） 平成28年（2016年）分(通年)」を元に経産省作成 6 



雇用関係によらない働き方の実態② 
働き手における顧客獲得手段別の年収構成 
 雇用関係にない働き方において、主な顧客獲得の手段として「仕事を仲介する企業・サービス」を利用
する層の6割は、年収が200万円未満である。 

 実数としては、「人脈」による仕事獲得が最も多いが、プラットフォームやweb・SNSを用いて顧客を獲得
している中では、低い年収層の割合が大きい。 
 
 

 

● 「雇用関係なし」における年収（顧客獲得手段別） 
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 現在の働き方の満足度について、「雇用関係なし」「雇用関係あり×雇用関係なし」「雇用関係あり×雇
用関係あり」すべての層において、「満足している」「やや満足している」が約半数を占める。 

  → 柔軟な働き方を実践している働き手の約半数が、「現在の働き方に満足している」と回答 
 「どちらともいえない」は概ね3割程度、「やや不満である」「不満である」は2割程度となっている。 

 

● 現在の働き方の満足度 

n= (%)

雇用関係なし (2,060)

雇用関係あり×雇用関係なし (1,030)

雇用関係あり×雇用関係あり (1,030)

15.7 
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10.1 

32.0 

36.6 

35.7 

31.5 

26.8 

31.3 

12.3 

15.2 

15.9 

8.6 

7.3 

7.0 

満足している やや満足している どちらともいえない

やや不満である 不満である

「雇用関係なし」 （現在の働き方を満足と回答した割合）     ：約４８％ 
「雇用関係あり×雇用関係なし」 （現在の働き方を満足と回答した割合）：約５１％ 
「雇用関係あり×雇用関係あり」 （現在の働き方を満足と回答した割合）：約４６％ 

雇用関係によらない働き方の実態③ 
働き手の満足度 
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 「満足している」「やや満足している」と回答した層にその理由を確認したところ、「雇用関係なし」におい
ては、6割が「自分のやりたい仕事が自由に選択できるため」と回答。 
 

 「雇用関係あり×雇用関係なし」「雇用関係あり×雇用関係あり」層においては、共に半数以上が「収
入面」と回答し、最多。 
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雇用関係なし (982) 22.5 15.3 18.5 26.2 23.3 19.6 55.3 24.5 26.7 26.6 21.8

雇用関係あり×雇用関係なし (522) 54.8 16.7 16.7 30.3 14.6 17.8 22.4 7.1 23.2 12.8 27.0

雇用関係あり×雇用関係あり (472) 57.6 11.9 13.1 32.8 9.7 18.0 13.6 4.0 18.4 15.5 33.3
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● 満足度の理由について（複数回答） 
 ※ 満足している・やや満足している層のみ対象 

雇用関係によらない働き方の実態④ 
働き手の満足度（理由） 
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半年～1年未満 

１年～２年未満 

２年～３年未満 

３年～５年未満 

５年以上 0件 
1件 
2件 
3件 
4件 
5件～9件 
10件～ 

40.4  

46.1  

47.6  

54.6  

56.6  

54.8  

29.8  

25.0  

24.9  

16.0  

16.8  

17.2  

17.0  

9.6  

10.8  

11.2  

11.5  

8.6  

8.5  

7.5  

6.8  

6.4  

5.3  

8.6  

0.0  

1.8  

1.8  

2.3  

2.7  

0.0  

2.1  

4.4  

5.1  

5.5  

5.3  

6.5  

2.1  

5.7  

3.1  

4.1  

1.8  

4.3  

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

20～29歳 

30～39歳 

40～49歳 

50～59歳 

60～65歳 

65歳以上 0件 
1件 
2件 
3件 
4件 
5件～9件 
10件～ 

●「仕事受注への成否に関わらず、 現在利用・登録している仲介企業（プラットフォーム等）の数」  × 「継続年数」 

●「仕事受注への成否に関わらず、 現在利用・登録している仲介企業（プラットフォーム等）の数」  × 「年齢」 

雇用関係によらない働き方の実態⑤  
フリーランス等の仲介事業者（プラットフォーマー等）登録状況 

(%) 

(%) 出典：（経済産業省）「平成28年度産業経済研究委託事業（新たな産業構造変化に対応する働き方改革に向けた実態調査）」 

（フリーランス継続年数） 

 「雇用関係によらない働き手」のプラットフォーマーの登録状況において、「継続年数」が短く、かつ、
年齢が低いほど、プラットフォームやweb・SNSを用いて顧客を獲得している割合が増える。 

（年齢） 



雇用関係によらない働き方の実態⑥  
フリーランスになるまでの経験社数 
 「雇用関係なし」層においては、過去には雇用関係の元で働いていた層が多数で、雇用
経験を経ずに、雇用関係によらない働き方を選ぶ者は少ない。 

   ※ 雇用関係を一度も経験していない層（「0社」との回答）は13% 

 「雇用関係あり×雇用関係なし」「雇用関係あり×雇用関係あり」双方ともに、1社-4社が
６割以上を占める。 

● これまでに雇用関係にあった企業数  
  ※学生時代のアルバイト等での雇用は含まず 

n= (%)

雇用関係なし (2,060)

雇用関係あり×雇用関係なし (1,030)

雇用関係あり×雇用関係あり (1,030)

13.3 

4.8 

5.0 

22.5 

19.5 

18.3 

20.0 

24.5 

21.7 

16.4 

19.4 

21.1 

7.4 

9.9 

10.2 

5.3 

7.4 

7.2 

15.0 

14.6 

16.6 

０社 1社 2社 3社 4社 5社 6社以上
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雇用関係によらない働き方の実態⑦ 
働き手が感じる今後の働き方に対する課題 
 働き方の今後の課題について、「雇用関係なし」においては、「収入が安定しない」、
「取引が不安定」、「特に課題はない」といった回答が多かった。 

 →「雇用関係なし」の働き方においては、「収入の不安定さ」が、働く上で最大の課題  

収
入
が
安
定
し
な
い

収
入
が
不
十
分
で
あ
る

時
間
管
理
が
難
し
い

本
業
と
の
競
業
関
係
に
あ

る
こ
と

事
務
処
理
業
務
が
煩
雑

ス
キ
ル
ア
ッ

プ
の
機
会
が

乏
し
い

マ
ー

ケ
テ
ィ

ン
グ
（

顧
客

の
獲
得
・
自
身
の
プ
ロ

モ
ー

シ
ョ

ン
）

相
談
先
が
無
い

職
場
の
理
解

そ
の
他

特
に
課
題
は
な
い

n=

雇用関係あり×雇用関係なし (1,030) 32.0 29.9 31.8 4.1 5.1 5.2 4.7 5.5 3.7 1.3 22.5

雇用関係あり×雇用関係あり (1,030) 26.7 27.5 28.4 5.0 3.7 6.5 2.1 3.6 5.4 0.8 23.2

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%雇用関係あり×

雇用関係なし

雇用関係あり×

雇用関係あり

収
入
が
安
定
し
な
い

顧
客
が
見
つ
か
ら
な
い

社
会
的
信
用
が
得
に
く
い

（

ロ
ー

ン
が
供
与
さ
れ
に

く
い
等
）

経
理
・
契
約
・
事
務
処
理

が
煩
雑

ス
キ
ル
ア
ッ

プ
が
図
れ
な

い 取
引
が
不
安
定

労
働
時
間
が
長
い

ス
キ
ル
・
資
格
を
活
用
で

き
な
い

そ
の
他

特
に
課
題
は
な
い

n=

(2,060) 60.3 15.2 13.3 6.9 6.6 19.5 8.3 4.1 1.1 19.5

0%

20%

40%

60%

80%

雇用関係なし

● 現在感じている課題について（複数回答） 
【A.雇用関係なし】 【B.雇用関係あり×雇用関係なし】【C.雇用関係あり×雇用関係あり】 
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● 働き手が感じる「企業／クライアント先が上手くフリーランサー等の 
 『雇用関係によらない働き手』」を活用していくために必要な改善点（複数回答） 

 

企
業
が
個
人
と
の
業
務
委

託
契
約
を
も
っ

と
柔
軟
に

可
能
に
す
る
こ
と

企

業

が

取

引

先

で

あ

る

働

き

手

を

業

者

扱

い

せ

ず

に
、

対

等

な

パ
ー

ト

ナ
ー

と

し

て

接

す

る

こ

と 取

引

先

で

あ

る

働

き

手

か

ら

の

新

た

な

提

案

を

受

け

入

れ

る

柔

軟

性

を

企

業

が

持

つ

こ

と

I

T

を

活

用

し

て

社

外

の

人

に

も

情

報

共

有

を

ス

ム
ー

ズ

に

行

え

る

環

境

を

企

業

が

整

備

す

る

こ

と
企
業
が
外
注
す
る
タ
ス
ク

を
切
り
出
す
能
力
を
高
め

る
こ
と

企
業
と
I
C
が
出
会
う
プ

ラ
ッ

ト
フ
ォ
ー

ム
（

仲
介

業
）

が
充
実
す
る
こ
と

そ
の
他

分
か
ら
な
い

と
く
に
課
題
は
な
い

n=

雇用関係なし (2,060) 33.9 28.5 17.5 11.6 11.7 6.9 2.0 18.0 28.0

0%

10%

20%

30%

40%

雇用関係なし

[ランキング]

2位 3位1位

雇用関係によらない働き方の実態⑧  
働き手が感じる企業の課題 

13 

 「雇用関係によらない働き手」は、企業に対し、「個人との間でもより柔軟に委託契約を
締結可能とすること」を求めており、次点としては「対等なパートナーシップの構築」を挙
げている。 
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雇用関係によらない働き方の実態⑨ 
「雇用関係によらない働き手」が望む環境整備 
 働き手が望む環境整備としては、企業からの支払い遅延への保障や労災、公平な市
場ルール整備、年金などの保障制度などが挙げられた。 

18% 17% 
12% 

9% 8% 7% 6% 5% 5% 4% 
1% 

33% 

25% 25% 

20% 
14% 

11% 13% 13% 
7% 9% 8% 6% 

1% 

25% 

17% 

0%
5%

10%
15%
20%
25%
30%
35%

支
払
い
遅
延
へ
の
保
障 

労
災
な
ど
事
故
の
保
障 

公
平
な
市
場
ル
ー
ル
整
備 

企
業
年
金
に
代
替
す
る
制
度 

教
育
訓
練 

能
力
・
ス
キ
ル
の
見
え
る
化 

業
務
仲
介
機
能
の
充
実 

事
業
資
金
の
調
達 

契
約
手
続
き
等
の
緩
和 

働
き
手
の
代
表
組
織 

そ
の
他 

特
に
必
要
な
い 

分
か
ら
な
い 

● 今後加入したい保険、今後充実してほしいと考える分野（複数回答） Ａ 雇用関係なし 

Ｂ あり×なし 



活用している 
18.9% 

現在は活用していないが、今
後の活用を検討している 

33.5% 

現在活用しておらず、今後の
活用も検討していない 

47.6% 

15 
出典：（経済産業省）「平成28年度産業経済研究委託事業（働き方改革に関する企業の実態調査）」 
調査対象：従業員規模が100名以上の企業における経営企画部／事業企画部の部長以上200名を対象 

 企業向けに調査（「平成28年度産業経済研究委託事業（働き方改革に関する企
業の実態調査）」）を行ったところ、活用している企業は２割ほどで、約半数が活用の
検討もしていないと回答。 

● 「現在、企業で社員（雇用関係にある者）以外のフリーランス人材（IC（インディペンデント・コントラクター）、 
  アライアンス、クラウドワーカー、個人事業主 等）を活用して業務をアウトソースしている割合」  (n=206) 

雇用関係によらない働き方の実態⑩  
企業の活用実態 
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 企業向け調査によれば、企業におけるアウトソース活用のボトルネックとして、「費用対
効果が不明」を挙げた企業が一番多い（約30%）。 

6.3  

17.0  

7.8  

12.6  

28.2  

17.0  

23.3  

11.7  

17.0  

8.3  

1.5  

23.8  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

どの業務領域・プロセスをアウトソーシングすればよいのかわからない 

適切なフリーランス先が見つからない／相談相手がいない 

依頼先がチームで受注するなどの柔軟な体制となっていない 

導入に併せた業務プロセスや社内ルールの見直しに手間がかかる（対個人への契約等が結べない） 

費用対効果が不明 

活用領域が限られており、効果が小さい 

技術・ノウハウ・機密情報等の流出懸念 

アウトソーシングする業務に従事していた人材の配置転換が困難 

個人への契約締結に対する不安（社会的信用力の不安） 

契約締結に対する業務の煩雑さ 

その他【   】 

特に課題はない 

● フリーランス等の活用による業務のアウトソースについて、ボトルネックとなっている点（複数回答）    
  (n=206) 

出典：（経済産業省）「平成28年度産業経済研究委託事業（働き方改革に関する企業の実態調査）」 

雇用関係によらない働き方の実態⑪  
企業が感じるフリーランス等の外部人材活用のボトルネック 
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雇用関係によらない働き方の実態⑫ 
「雇用関係によらない働き手」活用の有無による認識の違い 
 “活用していない企業”と“活用している企業”を比較すると、メリットとして挙げている「専門的知識・ス
キルの活用」「自社で得られない人材の確保」「自社社員の育成」の回答数が増加している他、デメリットと
して挙げている「活用できるサービスが少ない」「品質が期待より低い」という回答は減少している。 

（出典）働き方改革に関する企業の実態調査（平成28年度経産省委託事業） 

＜活用のデメリット＞（複数回答） ＜活用のメリット＞（複数回答） 

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

自
社
の
人
材
が
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な
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懸
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コ
ミ
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ニ
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ー
シ
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取
り
… 

活
用
で
き
る
サ
ー
ビ
ス
が
少
な
い 

品
質
が
期
待
よ
り
低
い 

柔
軟
性
が
な
い 

契
約
業
務
等
の
業
務 

サ
ー
ビ
ス
の
付
加
価
値
が
低
い 

提
案
力
が
弱
い 

思
っ
た
よ
り
手
間
が
か
か
る 

そ
の
他 

無
回
答 

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

専
門
知
識
・
ス
キ
ル
の
活
用 

自
社
で
は
得
ら
れ
な
い
人
材 

固
定
コ
ス
ト
軽
減 

教
育
訓
練
の
手
間
の
軽
減 

品
質
が
高
い
業
務
遂
行 

組
織
の
ス
リ
ム
化 

業
務
プ
ロ
セ
ス
の
改
善 

自
社
社
員
の
人
材
育
成 

作
業
ス
ピ
ー
ド
が
速
い 

作
業
精
度
の
向
上 

そ
の
他 

無
回
答 

改善 

増加 

活用していない企業 
（n=2,197） 
活用している企業 
（n=425） 



 

54.1 

40.5 

50.2 

31.9 

41.6 

36.2 

5.3 

10.0 

6.0 

3.2 

5.0 

2.3 

2.6 

1.5 

2.1 

2.8 

1.6 

3.1 

0万円～0万円 1万円～19万円 20万円～39万円

40万円～99万円 100万円～199万円 200万円～

7.4 

14.0 

13.3 

10.8 

17.9 

16.6 

4.0 

8.2 

8.5 

8.3 

9.8 

7.4 

14.4 

12.5 

14.8 

22.8 

15.1 

16.2 

29.7 

21.1 

21.2 

2.6

1.5

2

1回 2～3回
4～5回 6回以上

経済的な理由により、受講していない スキルアップの必要性がなく、受講していない

受講したい研修・セミナーがなく受講していない 上記以外の理由で、受講していない

●スキルアップ・自己啓発を目的とした 
 研修、セミナー、講座等への受講状況 

●スキルアップ・自己啓発を目的とした 
 研修・セミナー、勉強会等への費用 

雇用関係あり 
× 

雇用関係あり 

雇用関係あり 
× 

雇用関係なし 

雇用関係なし 

C 

B 

A 

スキル形成に費用をかけていない層 
何かしらの理由で、研修、セミナー、講座等
の受講をしていない層 18 

雇用関係によらない働き方の実態⑬ 
働き手のスキルアップ・自己啓発の実態 
 「雇用関係によらない働き手」の半数以上が、スキル形成にほとんどお金をかけておら
ず、研修やセミナー等の機会に参加していない。 
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雇用関係によらない働き方の実態⑭ 
「雇用関係によらない働き手」と企業のスキルギャップ 
 企業が求めるスキルは、「問題解決能力」「コミュニケーション」や「人脈・ネットワークを構
築するスキル」「交渉力」「論理的思考力」などであり、働き手とのギャップが存在。 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

人材活用（採用）に関するスキル 
ファシリテーション 

リーダーシップ 
コーチング 

語学力 
法務に関する知識・スキル 
税務に関する知識・スキル 

プレゼンテーション 
営業、顧客拡大（SNSの活用、等） 

タイムマネジメント 
財務・会計に関する知識・スキル 

論理的思考力 
交渉力 

人脈・ネットワークを構築するスキル 
コミュニケーション 

問題解決能力 
専門性に関するスキル 

働き手 

企業 

（出典）働き方改革に関する企業の実態調査（平成28年度経産省委託事業） 
      新たな産業構造に対応する働き方改革に向けた実態調査（平成28年度経産省委託事業） 
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兼業・副業に対する企業のスタンス 
 社員が兼業・副業することを「現在認めている」企業は約２割。８割以上の企業が認
めていない（「懸念が解消されれば認めることを検討する」企業は約４割。）。 

 近年兼業・副業を「推進」「容認」する企業が増えているが、就業規則に明示している企
業は少なく環境整備が進んでいない。その結果、実際に兼業・副業している社員がいる
企業は、「推進」「容認」している企業の中でも、わずか２４％。 

 
  
     
  
     
  
     

n=206 

＜兼業・副業に対する考え方＞ 

（出典）働き方改革に関する企業の実態調査（平成28年度経産省委託事業） 

 
 

 
 

（出典）リクルートキャリア「兼業・副業に対する企業の意識調査」（平成29年2月） 
  調査対象：ランダム抽出した企業 
  調査時期：平成29年1月 

（参考）リクルートキャリアの調査 

兼業・副業を「推進」   0.3% 
      「容認」 22.6% 

n=1,147 

平成26年度の調査（※）では「容認」が
14.7%であり、2年で8%増加。 

※中小企業庁「平成26年度兼業・副業に係る取組み実態調査事業」 

「推進」「容認」企業の中で、 
○「就業規則に明示」：13%  

○「実際に兼業・副業している社員が
いる」：24%  
（ただし、企業が把握している範囲）  

 

 

 

 
 

 
  

 

 

 

 

 

          

 

 

18.0% 

9.2% 

36.9% 

35.9% 

現在 
認めている 

現在認めていないが、 
認めることを検討中 

現在認めていないが、 
（一定の懸念が解消されれば） 
認めることを検討する 

現在認めていないし、 
今後も認めるつもりはない 
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兼業・副業に対する企業の懸念と働き手の考え 
 企業の懸念は「本業がおろそかになる」が最多である一方で、働き手の６割はむしろ「本
業にプラスとなった」と考えている。 

企業側：＜兼業・副業を認めるにあたっての課題・懸念＞（いくつでも） 

n=95 
（出典）働き方改革に関する企業の実態調査（平成28年度経産省委託事業） 

0 10 20 30 40 50 60 70

本業がおろそかにならなければ認める 
情報漏えいのリスクがなければ認める 

競業、利益相反でなければ認める 
長時間労働につながらなければ認める 

労務・労働時間管理上の不安が解消されれば認める 
人材流出のリスクがなければ認める 

労災基準が明確になれば認める 
その他 

（％） 

-10% -5% 0% 5% 10% 15% 20% 25%

スキルが高まった 
視野が広くなった 
多様なアイデアが出る 
人脈が広がった 
その他の理由 

労働時間が長くなり本業に専念できない 
就労調整を余儀なくされた 
本業の競合先と副業 
情報を漏らした 
その他の理由 

本業にプラス 
となった 
 ６０％ 

Ｂ あり×なし 
Ｃ あり×あり 

（出典）新たな産業構造に対応する働き方改革に向けた実態調査（平成28年度経産省委託事業） 

本業にマイナス 
となった 
 ９％ 

働き手側：＜兼業・副業による本業への影響＞（ひとつだけ） 

n=1,030 
n=1,030 
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